
233

－世界最先端のIT国家を築くネットワークインフラの整備・推進

第３節　ネットワークの高度化

情
報
通
信
政
策
の
動
向

第

3
章

平成13年1月にIT戦略本部において決定された「e-

Japan戦略」では、我が国が5年以内に世界最先端の

IT国家となることを目指すこととされ、現在、この

目標の実現に向けて政府全体で取り組んでいるとこ

ろである。同戦略の具体的な行動計画である「e－

Japan重点計画」（平成13年3月IT戦略本部決定）に

おいては、その5つの重要政策分野の一つである

「世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成」

の中で、①その目標である、5年以内に少なくとも

3,000万世帯が高速インターネットアクセス網に、ま

た1,000万世帯が超高速インターネットアクセス網に

常時接続可能な環境を整備すること、及び②地理的

要因による情報格差を是正すること、を目標として

掲げており、これを実現するためのロードマップと

して、総務省では、平成13年10月「全国ブロードバ

ンド構想」を公表した。

「全国ブロードバンド構想」では、高速・超高速

インターネットの全国的な普及に関して、平成17年

度までのスケジュールや官民の役割分担、実際の利

用見込み、期待される社会生活の変化が明らかにさ

れている。これによれば、高速ネットワークインフ

ラについては上記の目標の達成が見込まれ、超高速

ネットワークインフラ（目安として30～100Mbps程

度）についても、平成17（2005）年度までに、おお

むねすべての市において民間事業者による光ファイ

バ網を活用したサービスが展開される見通しとなっ

ている。

しかしながら、超高速インターネットアクセスに

関しては、採算性等の問題から民間事業者による光

ファイバ網の整備が進まない過疎地域等の条件不利

地域については、地理的要因による情報格差を是正

する観点から、国・地方公共団体による政策的対応

が必要とされるところである。総務省においては、

平成14年度より「地域情報交流基盤整備モデル事業」

を創設し、過疎地域等における加入者系光ファイバ

網整備に対する補助事業を実施するとともに、地方

単独事業を活用することとしており、これらに対し

て適切な地方財政措置を講じている（図表）。これ

らの事業は、学校、図書館、公民館、市役所などを

接続する地域公共ネットワークを活用する方式を採

用しており、地域公共ネットワークに関しても、

「全国ブロードバンド構想」において、平成17

（2005）年度までに全国整備を行うとの目標を掲げ

ている。

1 ネットワークインフラの整備・推進
（1）「全国ブロードバンド構想」の推進

地域公共ネットワーク�

インターネット�
保健所�

図書館�

役場�

駅�

公民館�

小中高校等�

※　　部分が本施策により整備する部分�

図表　地域情報交流基盤整備モデル事業（加入者系光ファイバ網整備）の概要

関連サイト：「全国ブロードバンド構想」報道発表資料
（http://www.soumu.go.jp/s-news/2001/011016_2.html）
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「e-Japan戦略」の推進においては、高度情報通信

ネットワーク社会の基盤となる高速かつ低廉、安全

で、利便性の高いインターネットインフラを早期に

整備することが重要な課題となっている。そこで、

総務省は平成13年3月に「21世紀におけるインター

ネット政策の在り方」について情報通信審議会に諮

問し、同年7月、中間答申を得た。

中間報告では、現在の急速なブロードバンドの普

及や技術革新を受け、「e-Japan戦略」において設定

された5年以内の世界最先端のIT国家の実現という

目標実現に必要なインターネット政策の在り方に関

し、インターネット利用の高度化と、インターネッ

ト基盤の高度化との両面から検討がなされている

（図表）。

インターネット利用の高度化に関しては、IPv6の

利用、セキュリティの確保、著作権の保護のそれぞ

れについて、実用化・実証実験を推進し「安全性」

「操作性」「安定性」を備える技術の開発を行うとと

もに、それらの適切な運用がなされる所要のルール

作りを進め、サービスや技術のグローバルな展開を

進めることが提言されている。

また、インターネット基盤の高度化に関しては、

インターネットインフラの構造に関する問題として、

IX（Internet eXchange：ISPの相互接続点）等の地

方分散、バックボーンコストの低廉化、インターネ

ットにおける接続の円滑化等について、また、ドメ

インネーム等に関する問題として、ドメインネーム

システム（DNS）の安定性確保、ドメインネーム利

用の適正化等について、それぞれ提言されている。

なお、同審議会では、引き続きインターネットの

高度化に関する検討が行われており、平成14年7月

に中間答申が取りまとめられる予定となっている。

e-Japan戦略の目標実現に向けた基本的な考え方�

インターネット利用の高度化� インターネット基盤の高度化�

（１）高速で低廉なインターネット上に優れたコンテンツが豊富に流通し、これらを安心して利用できる環境の�
　　　整備が必要。�

（２）爆発的に増加するトラフィックや多様化する利用形態に対応したインターネット基盤の高度化が必要。�

技術開発とルールの形成�
インフラ構造� ドメインネーム等�

技術開発�

グローバル展開�

有効性が実証された技術やルールを背景として、グローバル・スタンダー�
ドの形成に貢献�

①IPv6の利用技術�
②セキュリティ確保技術�
③著作権保護技術�

①IETF、W3C等を中心とするインターネット関連技術やルールの標準化活動�
　への人的､資金的資源の投入の促進�

②グローバル市場におけるリーダーシップを発揮するための情報収集･デモン�
　ストレーション等､普及活動の支援�

ルールの形成�

以下の分野について、実用化・実
証実験（テストベッドの構築）を
推進し、技術が利用者に受け入れ
られ得る ｢安全性｣｢操作性｣｢安定
性｣を備えることを検証、実証�

①著作権保護に関するルールの形
成促進・このための実証実験の
支援�

②個人情報保護・セキュリティ確
保のためのルール形成促進・こ
のための実証実験の支援�

③垂直統合への対応・サービスの
アンバンドリング等の促進�

① IX等の地方分散�
　IX等の地方分散に必要と
なる技術的課題の解決に
向けた実証実験の支援等�

�
②バックボーンコストの低廉化�
　ダークファイバ等バック
ボーンコストの低廉化に
資する制度施策の推進等�

�
③インターネットにおける接
続の円滑化�
　ISP間の接続の円滑化方
策�

�
④国際インターネット網の高
度化への貢献�
　汎アジアブロードバンド
実証実験の推進等�

�
⑤トラフィックデータの整備�
　産学官の協力によるトラ
フィックデータ整備の推
進�

①ドメインネーム利用に係
る技術的・制度的信頼性
の向上�
　ドメインネームシステ
ムの安全性の向上、紛
争の予防策導入につい
ての ICANN等への働
きかけ等�

�
②インターネットにおける
日本語利用の環境整備�
　日本語ドメインネーム
等の導入、普及に関す
る検討体制の確立、活
動への支援等�

�
③インターネットガバナン
スへの貢献�
　産学官の協力による、
ICANN、IETF 等にお
ける制度、技術構築作
業への貢献体制の整備�

図表　「21世紀におけるインターネット政策の在り方（中間答申）」の概要
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世界中の人々がインターネットを安心して利用で

きるためには、インターネットを利用する上で必要

不可欠となっているIPアドレスやドメイン名等の適

切な管理が極めて重要であり、現在、民間の国際非

営利組織であるICANN（Internet Corporation for

Assigned Names and Numbers）において、これら

インターネット資源の適切な管理が図られていると

ころである。このようにインターネットを安定的に

運用するための体制を整備する活動をインターネッ

トガバナンスという。

ICANNは最高意思決定機関である理事会を頂点に

して、IPアドレス、ドメイン名及びプロトコルにつ

いて検討するサポーティング組織、3つの諮問委員

会、各種検討委員会及び一般会員（At-Large）から

構成されており（図表①）、技術者、ビジネス関係

者及び一般会員をはじめとするインターネット利用

者等によるグローバルなコンセンサスに基づき活動

している。また、3つの諮問委員会のうち各国政府

及び国際機関の代表者から構成される政府諮問委員

会には、総務省が我が国唯一の正式登録メンバーと

して参加し、我が国のインターネット利用者の意志

を国際的な議論に反映させつつ、アジア・太平洋地

区をはじめとする国際的な協力体制の確立に取り組

んでいる。

（1）IPアドレスの適切な管理

現在、インターネットで利用されているIPv4

（Internet Protocol version 4）は、232個（約43億個）

のIPアドレスを付与することが可能であるが、世界

的なインターネットの普及や常時接続によるインタ

ーネット利用の増加（図表②）等に伴い、IPアドレ

スが近い将来に不足するのではないかという予測も

発表されているところである。IPv6（Internet

Protocol version 6）は、このIPv4アドレス空間の問

題を解決しつつ、セキュリティやQoS（Quality of

Service）等の機能が付加されている。我が国では、

平成13年3月に発表された「e-Japan重点計画」にお

いて、IPv6を備えたインターネット網への移行の必

要性が指摘されており、現在、IPv6対応機器の開発

やIPv6アドレス割当ポリシーの策定等、産学官によ

るIPv6への移行に向けた技術開発や制度整備が積極

的に進められている。

総務省においては、電気通信基盤充実臨時措置法

に基づき、税制優遇措置、無利子・低利融資の支援

策を平成14年度から導入し、IPv6対応ネットワーク

への移行を促すとともに、「21世紀におけるインタ

ーネット政策の在り方」（平成13年3月諮問）の審議

を行っている情報通信審議会において、IPv6への移

行に向けたロードマップの検討を行うなど、IPv6普

及促進に向けた取組を実施している。さらに、

ICANN政府諮問委員会においても、ICANNが早急

にIPv6への移行への対応を進めていくことの必要性

を確認しており、IPv6への移行に向け、国際的に連

1 ネットワークインフラの整備・推進
（3）インターネットガバナンス
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図表①　ICANNの構成

0

100

200

300

400

500

600

700
ホ
ス
ト
数
（
ク
ラ
ス
Ｂ
単
位
）�

19
96
年
�

8月
�

19
97
年
�

8月
�

19
98
年
�

8月
�

19
99
年
�

8月
�

20
00
年
�

8月
�

20
01
年
�

8月
�

20
02
年
�

8月
�

20
03
年
�

8月
�

※　「クラスB単位」 とは、 IPv4アドレス 216個 （＝65,536
個）を１とするアドレスブロック単位�

�
（出典）　「JPNIC資料」�

未使用� その他（ホスティング、�
ダイヤルアップ、インフラ等）�

専用線接続サービス�
(ユーザー割当て)

CATVインターネット�

フレッツ ISDN／ADSL ADSL
FTTH 

図表②　我が国のIPv4アドレスの利用状況と将来予測
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携した取組が図られている。

総務省としても、これら国内や海外のIPv6に関す

る議論に積極的に参加しつつ、IPv6への安定的かつ

速やかな移行に向けた更なる取組を行っているとこ

ろであるが、引き続き高度情報通信ネットワーク社

会の構築に積極的に貢献していくことが重要である

と考えている。

（2）ドメイン名の適切な管理

ドメイン名は、数字の羅列であるIPアドレスを分

かりやすい文字列に置き換えた、いわば「インター

ネット上の住所」であり、IPアドレスとともにイン

ターネット基盤を支える重要な資源として国際的な

管理が図られている。

ドメイン名は、「.com」や「.net」のような国の

区別なく世界中で自由に取得可能な一般ドメイン名

（gTLD：generic Top Level Domain Name）と、

「.jp」のような国別ドメイン名（ccTLD：country-

code Top Level Domain）の大きく2種類に分けるこ

とができる。一般ドメイン名は米国VGRS社をはじ

めとする登録管理組織、またJPドメイン名は日本レ

ジストリサービス（JPRS）社によって管理されてお

り、ともにISP等の登録事業者を通じて取得するこ

とができる。JPドメイン名については、これまで

（社）日本ネットワークインフォメーションセンター

（JPNIC）が一元的に登録管理業務を行ってきたが、

近年のドメイン名を巡る競争や登録件数の急増（図

表③）等に柔軟に対応するため、2002年4月にJPRS

社に移管している。この業務移管に先立ち、JPRS社

は同年2月にICANNとの間で「ccTLDスポンサ契約」

を締結しており（オーストラリアに続いて世界で2

番目）、この契約により、JPドメイン名における

ICANN、JPNIC、JPRS、日本国政府の役割が明確

化されるなど、公共性を有するJPドメイン名の適切

かつ安定的な管理に向けた取組が進められている。

また、日本語をはじめとする多言語ドメイン名の

安定的な導入、ドメイン名における地理的名称（国

名等）の保護等、我が国のインターネット利用者に

とって分かりやすく使いやすいドメイン名の利用環

境整備において、国際的な議論への反映が極めて重

要であり、総務省としても、ICANN政府諮問委員

会等を通じて積極的に働きかけていくことが必要不

可欠であると考えている。

（3）国際的なインターネットの安定性の確保

平成13年9月に発生した米国同時多発テロを受け

て、国際的な広がりを持つインターネットの安定性

の確保は極めて重要な課題となっている。平成13年

11月に急遽開催されたICANNセキュリティ特別会合

では、小坂総務副大臣（当時）が各国政府を代表し、

社会的・経済的基盤に成長したインターネットにお

ける安定性確保の重要性について基調講演を行った。

総務省としても、ルートネームサーバーをはじめと

するインターネット基盤が安定的に機能するよう

（図表④）、ICANN等の国際的なインターネットの

運営体制を支援しているが、引き続きこれらと連携

し、必要な措置を講じていくことが重要であると考

えている。
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内訳（2002年3月1日現在）�

・AD（JPNIC会員等）：�
・AC（大学系教育機関等）：�
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・GO（政府機関）：�
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図表③　ドメイン名の登録件数の推移
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ドメイン名と IPアドレスを対応付ける世界規模の分�
散システム�
　　例）soumu.go.jp　⇔　XXX.XXX.XXX.XXX（IPv4の場合）�

注）XXXは0～255までの数字�
�

A
C

I
K

M

E
F

B
L

D
G
H
J

 Root nameservers
- Status check map -

（出典）　「WIDE資料より総務省作成」�

図表④　ルートネームサーバーの分散
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インターネットの普及が進む中、DSL、ケーブル

インターネット等のブロードバンドアクセス網の進

展や定額料金サービスの普及により、IPネットワー

クへの常時接続環境の整備が急速に進んでいる。ま

た、IPネットワーク関連機器の高機能化、低価格化

などによって、近年、IPネットワーク上に様々なア

プリケーションが展開されるようになった。特にIP

ネットワークによる音声通信技術、いわゆるVoIP

（Voice over IP）技術を用いた電話サービス（IP

電話サービス）が広く一般的に利用できる状況にな

ってきている（図表）。

総務省では、このような従来の電話網を中心とし

たネットワークからIPネットワークへと向かう急激

な変化を踏まえ、平成13年6月から「IPネットワー

ク技術に関する研究会」を開催し、平成14年2月に

報告書を取りまとめた。本研究会においては、IPネ

ットワークの品質やIP電話の番号（一般加入電話か

らDSL、CATV等を利用して常時IPネットワークに

接続されている端末（IP電話端末）へダイヤルする

ための電話番号）を中心に検討を行い、今後のIP電

話の本格的な普及に向けた取組について提言を行っ

たところである。具体的には、①IP電話の品質クラ

ス分類を設け、利用者に品質を適正に示すこと、②

品質評価方法等のIP電話に関する標準化の推進、③

IP電話の番号として、携帯電話と同じ0△0（△は3

から5のいずれか）から始まる番号を使用すること、

④番号が公平かつ効率的に使用されるよう、IP電話

等の電気通信番号の指定の申請があった場合の審査

基準の策定、⑤緊急通話・重要通信確保のための研

究開発の推進などを提言として取りまとめている。

さらに、平成14年3月から開催されている「電気

通信番号に関する研究会」においても、検討内容の

一つとしてIP電話の番号計画・管理に関する問題へ

の対応策の在り方を取り上げており、今後、具体的

にIP電話サービスを提供する場合に想定される問題

点や、我が国において求められる番号管理の方法等

について引き続き検討することとしている。本研究

会は同年9月を目途に検討結果を取りまとめる予定

である。

1 ネットワークインフラの整備・推進
（4）IPネットワークの充実

�
�・DSL�
�・CATV�
�・FTTH�
�・専用線�
�・IP-VPN　等�
�

IPネットワーク�

※本研究会では、これらすべてのタイプのIP電話サービスにおいて、ユーザーが容易に理解できるようなエンドトゥエンドの品質を表示するこ
　とが適当であるとし、また、それぞれのサービスの品質が適正に比較できるように、IP電話の品質評価方法等の標準化作業を官民が協力して
　推進していくことが必要である旨提言�

電話網�

電話網�

ルータ�

ゲートウェイ�

ゲートウェイ�

ルータ�

【IP電話端末baIP電話端末】�

IP電話端末�

IP電話端末�
一般加入電話�

一般加入電話�

パソコン� 一般電話�

VoIP�
アダプタ�

IP電話機� パソコン�

　同一サービス加入者間、同一VolPソフトのユ
ーザー同士の通話が可能。また、IP-VPNベース
の内線通話サービスも提供されている。�

【IP電話端末a一般加入電話】�

　専用VolP機器またはパソコン
にVolPソフトをインストールし
たパソコンを利用。ゲートウエ
イを介することにより一般加入
電話への発信が可能。�
�

　中継網として IP ネット
ワークを利用するサービス。
専用の IP ネットワークを
利用するタイプとインター
ネットを利用するタイプが
ある。�

【IP中継電話サービス】�

　IP 電話端末に直接ダイヤルす
る番号がないため、このタイプ
のサービスは一般的に提供され
ていない状況。�
　本研究会では、この番号として、
OAO番号が適当である旨提言。�
�
【一般加入電話aIP電話端末】�

図表　今後のブロードバンド化に伴うIP電話サービス



238

1 ネットワークインフラの整備・推進
（5）次世代移動通信システムの導入

第３節　ネットワークの高度化

－平成22年の新世代移動通信システム実現を目指して

情
報
通
信
政
策
の
動
向

第

3
章

「e－Japan戦略」においては、ブロードバンドの

普及とともに、無線アクセス網によるデータ通信等

についても超高速ネットワークインフラ整備の目標

の一つとして捉えられており（図表①）、総務省と

しても積極的に推進を図っているところである。

第3世代移動通信システム（ IM T - 2 0 0 0 :

International Mobile Telecommunications-2000）

は、デジタル方式の次世代移動通信サービスとして、

世界中どこでも使えるグローバルサービス、固定網

並みの高品質音声サービス、簡単な動画の伝送やイ

ンターネットアクセス等のマルチメディア移動通信

サービスの提供を特徴とするものである（図表②）。

我が国においては、NTTドコモグループにより、平

成13年10月から世界に先駆けて本格サービスが開始

され、KDDIグループは平成14年4月から、全国33都

道府県で、最大144kbpsの通信速度でサービスを開

始した。また、J-フォンは、平成14年6月から首都圏

で試験サービスを開始し、同年12月から、全国主要

都市でサービスを開始する予定となっている。

さらに郵政省（現総務省）では、その次の世代

（第4世代）となる移動通信システムの基本コンセプ

ト等について、平成12年10月に電気通信技術審議会

（現情報通信審議会）に諮問を行い、平成13年6月に

答申を得たところである（図表③）。総務省では、

この答申に基づきITUへの我が国の案を提案すると

ともに、第4世代移動通信システムの平成22（2010）

年頃の実用化を目指して積極的に貢献していくこと

としている。

無線アクセス網からのデータがインターネット網（IPv6）に効率よく接続された最先端の高速無
線インターネット環境を実現し、シームレスな移動体通信サービスを実現する。高度道路交通シ
ステム（ITS）や地理情報システム（GIS）などと連携した高度な移動体通信サービスを普及・促
進する。�
�

e-Japan戦略（平成13年1月22日決定）（目標）�

・ITS関連情報を有機的に統合するとともに、最先端の高速無線ネットワーク環境と連携し、ITS
における高速インターネットを実現する。このため、2005年度までに高速移動する自動車に
おいて様々な大容量の情報を無線ネットワークを通じて円滑に提供、享受できるための技術を
実用化する。�

・最先端の高速無線インターネット環境やシームレスな通信サービスが可能な第4世代移動通信
システムを実現することにより、世界最先端のモバイルIT環境の実現を図る。世界でトップレ
ベルにある我が国の情報通信分野の技術と産業集積を活かして、世界をリードする技術開発を
推進するとともに、国際標準化においても我が国が大きく貢献しつつ、2005年までに必要な
要素技術を確立し、2010年までに実現を図る。�

・ネットワーク利用の利便性・容易性の向上を図るために、多種多様な無線通信サービスを利用
者が意識することなく柔軟に選択して利用するための技術を2005年までに実用化する。�

�
e-Japan重点計画（平成13年3月29日決定）�

図表①　e-Japan実現におけるモバイルITの役割
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�

インターネットへ�
の接続が容易�

IMT-2000�
基地局�

2Mbps�
マルチメディア端末�

64～384kbps�
携帯情報端末�

～64kbps�
携帯電話端末�

　64､128､144kbps�
マルチメディア端末�

� IMT-2000以外�
の�

移動網�

固定網�

インターネット�

IMT-2000網�

図表②　IMT-2000の概要

モバイルITの進展：超高速通信　ワイヤレスIPv6　ソフトウェア無線�

新世代のモバイル像�

利用環境�

セルラー�

通信速度（Mbps）�
印は、各無線システム同士がネットワーク等を介して相互に連携している�
ことを示す。これにより、どのような利用環境でも個々のシステムを意識�
することなく、自在に端末を利用可能。�

第3世代�

第4世代�

高速移動無�
線アクセス�高度化�

3.5世代�

BSデジタル�
放送�

地上デジタル�
放送�

構内・�
ホット�
スポット�

屋内�

1 10 100

システムのイメージ� 今後のスケジュール�

新世代移動通信システムの領域（2010年）�

①どこでも場所の制約なくオフィスと同様のインター ④高度なモバイルECを実現�
　ネット環境を享受 ⑤新たな技術を柔軟にシステム、サービスに導入�
②どんなものでもモバイル端末�
③ナンバーポータビリティに優れ、ユーザが自在にサ�
　ービス、アプリケーション、ネットワークを選択�

相互に親和性を高めたセルラーシステムと高速移動無線アクセス
システムを機能的に融合した新しい世代の移動通信システム。次
のような高度化を実現。�

・情報通信審議会答申（6月）�
　（基本コンセプト、技術開発・標準化課題、�
　　実現方策等）→　ITUへの提案�
・第4世代等の将来の移動通信用周波数帯の方針策定�
・準ミリ波を使用する高速移動無線アクセスシステ
　ムの実現�
・既存システムの高度化（3.5世代）の実現�
・第4世代の必要な要素技術の確立�
・第4世代用周波数の国際分配（WRC-2005/06）�
・第4世代の実用化�

2001年�
�
�
2002年�
�
�
2005年　�
�
2006年頃�
2010年まで�

1　第4世代移動通信システム�
・下り（基地局→端末）の伝送速度が50～100Mbps程度の第4世
代移動通信システムを2010年頃までに実現。伝送速度30Mbps
程度の3.5世代移動通信システムを2005年頃に実現。�

　（IMT-2000は上下とも最大2Mbps）�
・ソフトウェア無線技術（周波数や通信方式等をソフトウェアに
よって柔軟な変更を可能とする技術）等の次世代移動通信技術
を導入�

2　高速移動無線アクセスシステム�
　ホットスポットでも利用可能な100Mbps以上の高速移動無線ア
クセスシステムを実現。�

3　システムの機能融合と高度化を実現�
・高精細な動画像伝送を含むマルチメディアモバイル通信を実現�
・インターネットプロトコルとの親和性を高め、IPv6に対応（ユ
ーザーがサービス、アプリケーション、ネットワークを自在に
選択可能）�

・次世代Bluetooth、無線ホームリンク等の近距離無線リンク及
びデジタル放送等も含めた他メディアとのシームレス性。�

・高セキュリティ、認証性に優れたシステム�
4　周波数�
・第4世代移動通信システム用の周波数として、2015年において、
さらに1.2～1.7GHz幅の周波数が必要。�

・5～6GHzより下の周波数帯が候補周波数帯。�

図表③　新世代移動通信システムのイメージ（情報通信審議会答申より）
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平成13年3月に決定されたe－Japan重点計画にお

いては、「ネットワーク利用の利便性・容易性の向

上を図るために、多種多様な無線通信サービスを利

用者が意識することなく柔軟に選択して利用するた

めの技術を2005年までに実用化する。」としており、

現在、新たな電波利用システムの開発・導入の促進

について期待が高まっているところである。

無線LAN・アクセスシステム等の移動通信システ

ムについて、特に2.4GHz、5.2GHz及び25GHzの周

波数帯については家庭やオフィスのネットワーク向

けとして、実用化及び普及が大いに期待されている

（図表①）。

周波数帯�

※1表　2.4GHz参入事業者�

ワイヤレスインターネット（株）�

（株）静鉄情報センター�

ビットキャットコミュニケーションズ�

ワイヤレスインターネットサービス（株）�

（株）アールナック�

スピードネット�

（株）ネットワークス�

モバイルインターネットサービス（株）�

ファーストライディングテクノロジー（株）�

（株）ブロードバンドコム�

（株）ケイ・オプティコム�

中国情報システムサービス（株）�

※2表　22／26／38GHz参入事業者�

日本テレコム（株）�

KDDI（株）�

中部テレコミュニケーション（株）�

（株）クロスウェイブ・コミュニケーションズ�

MCIワールドコム・ジャパン（株）�

ソニー（株）�

NTTコミュニケーションズ（株）�

（株）ブロードバンドコム�

ニューセンチュリーグローバルネット（株）�

フュージョン・コミュニケーションズ（株）�

ケーブルアンドワイヤレス IDC（株）�

（株）アイ・ピー・レボルーション�

メトロアクセス（株）�

東日本電信電話（株）�

西日本電信電話（株）�

※1　図中～は、図表②における使用例を指す�
※2　参入事業者については、事業許可を取得しているが14年4月末現在、サービス提供に至っていない事業者も含む�

免　許� 動　向� 参　入�
事業者�

主な使用場所� 主な利用形態� 伝送速度�
（製品ベース）�

2.4GHz�
�
�
�

5GHz�
�

5.2GHz�
�
�
�
�
�

22／26／�
38GHz�
�
�

25GHz

不要�
�
�
�

基地局：要�
加入者局：要、不要�

不要�
�
�
�
�
�

要�
�
�
�

不要�

2002年2月�
省令改正�
（高度化）�
�

2002年中に省令改正
予定�
�

�

�
�
�
�
�
�
�
�

2002年2月�
省令改正�

12社�
※1�

�
�

�
�

�
�
�
�
�
�

15社�
※2

屋内・屋外�
�
�
�

屋外�
�

屋内�
�
�
�
�
�

屋外�
�
�
�

屋内・屋外�

1　オフィス等での無線LAN�
　　　図中④�

2　無線インターネットアクセス�
　図中①②・④�

無線インターネットアクセス�
図中①・②�

1　オフィス等での無線LAN�
　図中④�

2　無線インターネットアクセス�
図中①（屋内での利用）�

3　家庭内ネットワーク�
図中③�

企業向け専用線サービス�
（FWA）�

図中②�
�

1　無線インターネットアクセス�
図中①・②�

2　アクセスポイントへの中継用回線�
3　オフィス等での無線LAN�

図中④�
4　家庭内ネットワーク�

図中③�

10Mbps�
→20Mbps�

（高度化）�
�

5～20Mbps�
�

36Mbps�
�
�
�
�
�

10Mbps�
（P-MP）�
156Mbps�
（P-P）�

100Mbps�
400Mbps�
（近距離）�

平成14年4月末現在�

図表①　無線アクセスシステム
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2.4GHz帯については現状の無線LAN等の一層の高

度化のため、25GHz帯についてはより高速な無線

LAN等を導入するために、それぞれ平成13年9月の

情報通信審議会からの答申を踏まえ、関係省令の改

正案を電波監理審議会に諮問し、14年1月に答申を

得、同年2月に施行したところである。具体的には、

2.4GHz帯については小電力データ通信システム（無

線LAN）の高速化、同空中線利得条件の緩和等につ

いて、25GHz帯については5.2GHz帯のシステムを

拡張することで屋外でも100Mbps以上の高速通信が

可能なシステムを導入するための改正である。これ

により更なる高速通信、混信の回避、通信距離の延

伸が可能となる。

現在、駅やコーヒーショップなど人が多く集まる

ホットスポットと呼ばれる空間において、既に高速

の無線インターネットの利用が可能なサービスが開

始されているが、今後一層通信速度が高速で快適な

インターネット環境の実現が期待される。このため、

総務省では、屋外でも利用できる5GHz帯無線ア

クセスシステムの周波数を確保するため、平成14

年度中に省令改正を予定している。

また、住宅、マンションなど各家庭でのインター

ネットアクセスの手段、アクセスポイントへの中継

用回線、家庭内情報家電やパソコン等の相互接続手

段、オフィス内のネットワーク構築についても一層

の発展に寄与するものと期待されている。

22／26／38GHz帯の加入者系無線アクセスシステ

ムは、オフィスや一般世帯と電気通信事業者の交換

局や中継系回線との間を直接接続して利用する無線

システムであり、地域通信市場の競争促進、インタ

ーネットの利用拡大等大容量通信ニーズへの対応と

いう点で展開が期待されている。電気通信事業者側

の基地局と複数の利用者側の加入者局とを結ぶ1対

多方向型（P-MP：Point to Multipoint）と、電気通

信事業者側と利用者側とを1対1で結ぶ対向型（P-

P：Point to Point）がある（図表②）。

インターネット�

ビル内アクセスとして�
各階、各部屋への分配�

アクセスポイント�

光ファイバ�

ルータ� ④ オフィス・家庭�

③ 家庭内ネットワーク�① ホットスポットでの�
インターネット利用�

② オフィス又は住宅、�
     マンションなど各�
     家庭のインターネ�
     ットアクセス手段�
�

デジタルビデオ�ゲーム機�

パソコン�デジタルテレビ�

デジタルテレビと�
デジタルビデオの�
無線接続等�

AP AP

図表②　無線アクセスシステムの活用例
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I T S（高度道路交通システム：In t e l l i g e n t

Transport Systems）は、道路交通に関する総合的

な情報通信システムであり、交通渋滞の軽減、交通

事故の減少、輸送の効率化、地球環境との調和等の

国民生活に身近な道路交通問題解決の切り札として

考えられている。

我が国では、平成8年7月、当時のITS関係5省庁

（郵政省、警察庁、通商産業省、運輸省及び建設省）

において「高度道路交通システム（ITS）推進に関

する全体構想」を策定、ITSが目標とする機能、開

発・展開計画について、20年先までのビジョンを示

し取り組んできたところであり、平成13年3月にIT

戦略本部において決定された「e-Japan重点計画」に

おいても、2005年までにおける方向性が示されてい

る。

現在、既にITSの一部のシステムは実用化されて

おり、交通渋滞情報等をドライバーにリアルタイム

で提供する「 道路交通情報通信システム

（VICS:Vehicle Information and Communication

System）」については、本格的なサービスが平成8年

4月から開始されている。VICSは平成14年3月末現

在、37都道府県の一般道及び全国の高速道路におい

て提供されており、VICSユニットの出荷累計は

448.9万台となっている。また、平成13年5月までに

光ビーコン及び電波ビーコンが全国に整備され、

平成14年度中にFM多重放送を加えたVICSサービ

スがおおむね全国で提供される予定である。有料

道路の料金所を停車することなく無線通信を用いて

通行料金の支払を可能とする「ノンストップ自動料

金支払いシステム（ ETC： Electronic Toll

Collection System）」については、平成13年3月より

一般運用が開始され、同年11月末には全国616か所

の料金所にサービスが拡大された。平成14年度中に

は、約900か所の料金所にまでサービスが拡大され

る予定である。また、平成13年11月末から期間限定

特別割引が実施されており、ETC車載器の普及台数

は平成14年3月末現在で23万台を超えている。

総務省では、ITSの更なる普及を目指し、関係省

庁と連携しつつ、現在以下の施策に取り組んでいる。

（1）DSRCシステムの実用化の推進

ETCに係る無線通信技術を応用して駐車場管理や

物流管理、ガソリンスタンド代金支払等の様々な分

野において利用可能となるDSRC（狭域通信：

Dedicated Short Range Communications）システ

ムの実用化に向けて、平成12年10月の電気通信技術

審議会答申「DSRCシステムの無線設備等における

技術的条件」を踏まえ、平成13年4月に関係する改

正省令を施行した（図表①）。また、同答申では、

車両IDを�

認証しました。�

1番が空いています。�

駐車料金は○○円です。�

無線ICカード�

入口�

荷物Aはゲートを�

通過中です。�

■ ETC（ノンストップ自動料金支払いシステム）に利用される無線通信技術�

■ 荷役タグによる物流管理システム�■ 駐車場利用管理システム�

物流配送センター等�

高度化・汎用化�

出口�

図表①　DSRCシステムのイメージ
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技術的条件のほかに、標準化機関による業界規格の

早期策定、DSRCシステムの国際標準化への積極的

な対応、地域DSRCシステムのアプリケーション開

発等、DSRCシステムの早期普及に向けた今後の取

組についても提言を受けている。

（2）インターネットITS実現のための情報通信技
術の研究開発

「e-Japan重点計画」において、「ITS関連情報を有

機的に統合するとともに、最先端の高速無線ネット

ワーク環境と連携し、ITSにおける高速インターネ

ットを実現する」ことが目標とされており、平成17

（2005）年までにこれを可能とする技術開発を行う

こととされている。そこで、総務省では、経済産業

省と連携し、場所やアプリケーションにより複数の

メディアを効率的に活用し、移動する自動車を最適

にインターネットにつなぐ、インターネットITSプ

ラットフォームの研究開発を、平成11年度より16年

度まで行うこととしている（図表②）。

（3）スマートゲートウェイ技術の研究開発

「e-Japan重点計画」では、ドライバーへの情報提

供、危険警告や操作支援を行う走行支援システムの

技術について、研究開発を推進し、平成15（2003）

年を目途に第2東名・名神道路等での実現を目指す

こととされている。そこで、総務省では、国土交通

省と連携し、高速走行下においても道路（スマート

ウェイ）と自動車（スマートカー）の間の通信を円

滑かつ確実に行うことを可能とする情報通信技術

（スマートゲートウェイ）の研究開発を平成11年度

より14年度まで実施することとしている。

（4）ITSの地域展開の推進

郵政省（現総務省）では、ITSの地域展開を図る

ため、平成12年度に、通商産業省（現経済産業省）

と共同で、「ITSスマートタウン研究会」を開催し、

地域ITSシステムの早期開発等を提言した。これを

踏まえ、総務省では、地域においてITSに取り組む

際の環境整備を行うため、平成13年度より、新潟県、

豊田市、高知県、福岡市の4地方公共団体その他関

係機関等の協力を得て、地域のITS情報通信システ

ムの相互接続性の確保等を図るためのモデルシステ

ムの調査開発を行っている。

（5）ITS情報通信技術の国際展開の推進

「e-Japan重点計画」においては、ITSの本格的な

発展が予想される今後5年間に、我が国のITS関連産

業の国際競争力強化の観点も踏まえつつ、車両の走

行を支援するシステムや広域通信（DSRC）システ

ム等を国際標準化機構（ISO）及び国際電気通信連

合（ITU）に提案するなどにより各種ITS技術の国

際標準化を目指すこととされている。このため、総

務省においては、平成13年度より、ITS情報通信技

術の国際展開に関する調査研究を行っている。

�

場所やアプリケーションにより複数のメディアを効率的に活用し、移動する自動車を最適にインターネッ
トにつなぐ、インターネット ITSプラットフォーム研究開発を推進。（平成11年度～平成16年度）�

インターネット�
サイト�

気象予報� スポット�
情報�

業務情報� 道路交通情報� 地図情報�

電子秘書�

モバイルトレード�

高速インターネット�

データ�
シェアリング�

・ITSにおける高速インターネット�
・即時性の必要な情報、場所に応じ�
　た情報にも対応�

広域通信�

（モバイル型）�

狭域通信�

（特定スポット型）�

車々間通信�

（特定対象型）�

地図情報�

気象情報�

道路交通情報�

図表②　インターネットITS実現のための情報通信技術の研究開発（イメージ）
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総務省では、携帯電話サービスの地域間格差の是

正について、過疎地域等を対象に、平成3年度から

移動通信用鉄塔施設整備事業を実施し（図表①、②）、

平成11年度末において全国の市町村役場周辺におい

て通話が可能となっている。平成13年度からは、一

層の地域間格差の是正を図るため、公共事業関係費

から支出し、国庫補助率を3分の1から2分の1に引き

上げるとともに、鉄塔の基地局から交換局までの回

線（無線設備等）を補助対象に追加した。平成13年

度までに過疎地等405か所において同事業を実施し

ている。

また、近年における携帯電話の急速な普及に伴い、

高速道路等トンネル及び地下街等において、電波が

遮へいされることにより通話が途切れるなどの状態

を解消することについての要請が急速に高まってい

ることから、平成5年度から10年度まで移動通信用

鉄塔施設整備事業により実施していた高速道路等ト

ンネル及び地下街等閉塞地域における整備について、

平成11年度から新たに電波遮へい対策事業として実

施するとともに、補助率を従来の4分の1から2分の1

に引き上げた（図表①、③）。平成13年度までに高

速道路等トンネル及び地下駅等閉塞地域120か所に

おいて同事業を実施している。

事業名�

移動通信用鉄塔
施設整備事業�
（平成3年度～）�

電波遮へい対策
事業※�
(平成11年度～)

対象事業�

携帯電話サービスの利用可能な�
地域を拡大するために必要な移動
通信用鉄塔施設の整備�

高速道路等トンネル及び地下駅等、
人工的な構造物によって電波が遮
へいされることにより移動通信サ
ービスが利用できない地域におい
て、その利用を可能とするための
移動通信用中継施設の整備�

対象地域及び対象者�

過疎地、辺地、離島、半
島、山村、特定農山村、
豪雪地帯�

高速道路等のトンネル、
地下駅・地下駐車場等の
閉塞地域�

国庫補助率�

�
1/2�

�

�

1/2

事業主体�

�
市町村�

�

�

公益法人�

※　平成10年度まで、高速道路等トンネル及び地下街等閉塞地域の整備は、移動通信用鉄塔施設整備事業により実施�

図表①　移動通信用鉄塔施設整備事業・電波遮へい対策事業の概要

�

交換局�

光ケーブル�

光ケーブル�

電波が遮へい�

トンネル内送受信設備�
C               C             C

A

アンテナ�

アンテナ�

アンテナ�

局舎�

電力引込み送電線�

取付け道路�

交換局�

監視制御装置�

送受信機�電源装置�

外構設備�

鉄塔�

B

携帯電話�

基地局�

無線設備�
電源設備�

図表②　移動通信用鉄塔施設整備事業に係る施設イメージ 図表③　電波遮へい対策事業に係る施設イメージ
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総務省では、放送分野における地域間格差の是正

を目的として、民放テレビ放送難視聴解消施設整備

事業、民放中波ラジオ放送受信障害解消施設整備事

業、都市受信障害解消施設整備事業（以上の3事業

は平成14年度より、民放テレビ・ラジオ放送難視聴

等解消施設整備事業に集約）、衛星放送受信設備設

置助成制度により、地理的条件等が原因で放送（地

上波）の視聴が困難な地域において、良好な受信環

境を確保するための事業を実施する地方公共団体等

に対する補助を行っている（図表①）。本事業によ

る難視聴・受信障害解消世帯数は、平成13年度末現

在、累計で48.0万世帯となっている（図表②）。

1 ネットワークインフラの整備・推進
（9）放送分野における情報格差是正への取組

事　業　名�

民放テレビ放送難視聴解消施
設整備事業�
（平成3年度～）�
�
�

民放中波ラジオ放送受信障害
解消施設整備事業�
（平成4年度～）�
�

都市受信障害解消施設整備事
業�
（平成5年度～）�

衛星放送受信設備設置助成制度�
（平成2年度～）�

地上系民放テレビ放送が1波も良好に受信で
きない地域�
【実施事業数・地域数】�
累　計：654事業�
平成13年度：35事業�

民放中波ラジオ放送が良好に受信できない地域�
【実施事業数・地域数】�
累　計：26事業（38地域）�
平成13年度：1事業（1地域）�

原因建造物の特定が困難なテレビジョン放送
の受信障害地域�
【実施事業数・地域数】�
累　計：9事業（2地域）�
平成13年度：なし�

地形等（建造物を除く｡）によるNHKのテレビ
ジョン（地上）放送の難視聴地域において、衛
星放送を受信するための設備を設置した者�
【実施世帯数・地域数】�
累　計：約2万6,000世帯（269市町村）�
平成13年度：約890世帯（25市町村）�

市町村が整備する共同受信施設及び中継施設
の設置に要する経費の1/3を補助（過疎地等
以外の市町村が中継施設を設置する場合は
1/4を補助）�
�

市町村が整備する中波ラジオ放送中継施設の
設置に要する経費の1/3を補助（過疎地等以
外の市町村が中波ラジオ中継施設を設置する
場合は1/4を補助）�

市区町村が整備する共同受信施設の設置に要
する経費の1/3を補助�
�
�
�

個人又は団体が、NHKの衛星放送受信設備
の設置に要する経費の1/4を補助�

情
報
通
信
格
差
是
正
事
業�

対象地域又は対象者� 事　業　の　概　要�

※　平成14年度からは、情報通信格差是正事業の3事業を「民放テレビ･ラジオ放送難視聴等解消施設整備事業」として集約�

図表①　難視聴・受信障害解消に向けた各事業の概要
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民放テレビ放送難視聴解消施設整備事業 73 123 207 280 359 437 505 558 619 654�

民放中波ラジオ放送受信障害解消施設整備事業 8 13 14 17 19 22 23 24 25 26�

都市受信障害解消施設整備事業 - 1 2 3 5 6 7 8 9 9�

難視聴･受信障害解消世帯数 18.7 25.6 29.4 33.4 37.5 40.8 43.4 45.9 47.3 48.0

（万世帯）�

（年度）�

（事業数）�

図表②　情報通信格差是正事業等の実施事業数、難視聴・受信障害解消世帯数の推移（累計）
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放送のデジタル化は、①高品質な映像・音声サー

ビス、②高齢者・障害者に優しいサービスの充実、

③安定した移動受信の実現、④データ放送の充実等、

多くのメリットを視聴者にもたらすものである（図

表）。またアナログ放送と比較して使用周波数を大

幅に節減可能となり、移動体通信など新しい周波数

ニーズへの対応が可能となる。こうした多くのメリ

ットを有する放送のデジタル化は、諸外国において

も推進されており、我が国においても、既にCS放送、

BS放送、ケーブルテレビについてはデジタル放送が

開始されている（1-1-6参照）。

こうした中、地上テレビジョン放送については、

三大広域圏（関東、近畿、中京）で平成15（2003）

年末まで、その他の地域については平成18（2006）

年末までにデジタル放送が開始される予定となって

いる。その導入に向けた環境整備として、平成11年

には「放送法」の一部改正によるテレビジョン放送

の定義の見直し、「高度テレビジョン放送施設整備

促進臨時措置法」の制定等によるデジタル化支援の

推進等の法整備を行ったほか、同年9月、NHK、民

放、郵政省（現総務省）の三者からなる「地上デジ

タル放送に関する共同検討委員会」を開催し、具体

的な実行方策を検討してきた。また、地上デジタル

テレビジョン放送への移行に先立ち、一部の地域に

おいて既存のアナログ放送の周波数を変更（いわゆ

る「アナアナ変更」）する必要があることから、こ

のアナアナ変更に伴い必要となる対策経費について、

平成13年度予算には約123億円、平成14年度予算に

は約122億円を計上するとともに、この経費を国が

電波利用料により措置するため、平成13年7月には

電波法の一部改正が行われた。また、このアナアナ

変更の円滑な実施及び地上デジタル放送の普及推進

を図るため、NHK、民放、総務省の三者からなる

「全国地上デジタル放送推進協議会」を平成13年7月

に設立した。デジタル化に関連して、必要となる

周波数変更工事については、現在放送事業者と共

同でその効率的な実施に向けての検討を着実に進

めているところである。

また、地上デジタル音声放送については、平成13

年9月に実用化試験局の予備免許を付与、10月には

（社）デジタルラジオ推進協会の設立許可を行った

ところであり、現在、平成15年を目途に実用化試験

放送を開始するための準備が進められているところ

である。

�

放送のデジタル化�

高品質な映像・音声サービス�
�

容易な番組検索・いつでも出せる情報�

新たな周波数資源の創出� 変調方式・誤り訂正�

安定した受信サービス�

番組選択・加工�

高齢者・障害者に優しいサービスの充実�
通信網との連携サービス�情報家電市場の発展�

データ放送�

圧縮等�
�

従来のアナログ放送１チ
ャンネル分と同じ周波数
帯域幅でHDTV、CD並
の音声が可能。�

アナログ方式と比較し
て使用周波数を大幅に
節減でき、アナログ停
波後様々な電波利用分
野に再分配できる。�

・増大するデータ伝送容量
を字幕解説放送用に利用
可能�

�
・音声が聞き取りにくい場
合に音声の速度を変換�

�
・点字等による操作が可能
な受信機の開発�

デジタル化により雑音の影響を受けにくく、
マルチパスに強い方式の採用で高品質な安定
した映像音声放送が可能。�

インターネットと整合性の
ある技術（XML等）を用い
ることにより通信ネットワ
ークと組み合わせたサービ
スが可能。�

膨大なデータに「見だ
し」をつけることによ
り容易に見たい番組を
選択可能�
�

点字ボード�

通信網�

データ�
■■■■� ■■■■�
■■■■■■■�

■■■■■■■■■■■■■■■�

ドラマ�

音楽�

ニュース�

スポーツ�

図表　放送のデジタル化のメリット
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BS放送（放送衛星を利用した衛星放送）では、平

成元年よりアナログ方式による放送が行われていた

が、平成12年12月1日からデジタル方式による放送

も開始された。BSデジタルチューナー及びBSデジ

タルテレビの出荷台数累計は、平成14年1月に100万

台を超え、3月末時点では114万台に達している（1-

1-6参照）。今後は、機器の価格の低下やコンテンツ

の充実などとともに、一層の普及拡大が期待される

ところである。

BSデジタル放送においては、BSアナログ放送の

ように放送事業者が放送番組の編集主体と放送局の

管理・運用主体を兼ねるのではなく、CS放送と同様、

放送番組の編集主体である委託放送事業者と放送局

の管理運用主体である受託放送事業者に分ける受委

託制度が採られている。

受託放送事業者については放送衛星システムが免

許を、委託放送事業者については20社が認定を受け

ているところであり（図表）、臨場感あふれるデジ

タルハイビジョン放送を中心として、多彩で便利な

データ放送やCD並の高音質のデジタル音声放送な

ど、デジタルの特性を活かした放送サービスを行っ

ている。

また、BSデジタル放送の開始とともに、社団法人

BSデジタル放送推進協会が、受信機の機能向上のた

めのエンジニアリング放送やBSデジタル放送の普及

促進等の業務を開始しており、「放送開始後1,000日

で1,000万世帯の普及」を目標に、より一層の普及に

努めていくこととしている。

2 放送の高度化の推進
（2）BS放送

事　業　者　名�

�
日本放送協会�

株式会社ビーエス朝日�

株式会社WOWOW�

株式会社ビーエス日本�

株式会社ビー･エス･ジャパン�

株式会社ビーエスフジ�

株式会社ビーエス･アイ�

株式会社スター･チャンネル�

株式会社ビー･エス･コミュニケーションズ�

株式会社ジェイエフエヌ衛星放送�

株式会社ミュージックバード�

衛星デジタル音楽放送株式会社�

日本ビーエス放送株式会社�

株式会社メディアサーブ�

株式会社メガポート放送�

株式会社ダブリュエックス二十四�

日本メディアーク株式会社�

株式会社デジタル･キャスト･インターナショナル�

日本データ放送株式会社�

社団法人BSデジタル放送推進協会�

計　　　20社�

�

HDTV�

1�

1�

1�

1�

1�

1�

1�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

7

�

SDTV�

2※�

3�

3�

3�

3�

3�

3�

1�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

21

�

音声�

�

2�

2�

2�

2�

2�

2�

�

2�

4�

4�

1※�

�

�

�

�

�

�

�

�

23

�

データ�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

1※�

1�

1�

1�

1�

1�

1�

1�

1�

9

番　組　数�

�

※印はBSアナログ放送のサイマル放送�

図表　BSデジタル放送に係る委託放送事業者
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2 放送の高度化の推進
（3）CSデジタル
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CSデジタル放送は、今まで3機の通信衛星（東経

124度、128度及び144度の静止軌道上）を利用して

サービスが提供されてきたが、BS-4後発機と同じ東

経110度に新しい通信衛星（N-SAT-110）が平成12

年10月に打ち上げられ、総務省では当該衛星を利用

した放送の実現に向けて検討を進めてきた。

まず、技術基準において、視聴者利益と放送の健

全な普及の観点からCSデジタル放送方式の拡充の検

討を行い、平成12年8月にBSデジタル放送とほぼ同

一な放送方式をCSデジタル放送方式に追加し、東経

110度CSデジタル放送に採用することとした。

また、東経110度CSデジタル放送においては、デ

ジタル放送の特性を活かしたサービスの高機能化の

実現とその推進に十分配慮することとし、周波数の

割当や認定方針の策定等の制度整備を行った。

これらを受け、受託放送事業者については平成12

年9月に宇宙通信及びジェイサットの2社に決定し、

委託放送事業者については同年12月に18社を認定し

たところである（図表）。平成14年3月1日に放送が

開始され、今後は、蓄積型データ放送や双方向サー

ビスなどの高機能サービスを中心とした放送を行う

ことが予定されている。

【受託放送事業者】�

TV：テレビジョン　ラ ：ラジオ　デ：データ  ※：無料放送�

N-SAT-110

受託：2社�
委託：18社　TV63　ラ20　デ10

（10社　TV25　ラ20　デ8）� （8社　TV38　デ2）�

（7社　TV17　ラ20　デ7）�

TV8�
デ1

TV6 TV1�
ラ20

デ1 デ3 TV2�
デ1

デ1 TV1 TV1 TV6�
デ1

TV5 TV1 TV5 TV4 TV6�
デ1

TV7 TV5 TV5�
デ1

（11社　TV46　デ3）�

宇宙通信（株）� ジェイサット（株）�

（株）プラット・ワン�

　
シ
ー
エ
ス
日
本�

　
シ
ー
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ス
・
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ウ
ワ
ウ�

　
ス
ペ
ー
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テ
リ
ア�
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本
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ィ
ア
ー
ク
　�

　
メ
ガ
ポ
ー
ト
放
送�

イ
ー
ピ
ー
放
送
　�

　
日
本
ビ
ー
エ
ス
放
送
※�

阪
急
電
鉄
　�

　
シ
ー
エ
ス
・
ナ
ウ�

　
イ
ン
タ
ラ
ク
テ
ィ
ー
ヴ
ィ
ー�

　
マ
ル
チ
チ
ャ
ン
ネ
ル�

エ
ン
タ
ー
テ
イ
メ
ン
ト�

　
シ
ー
エ
ス
九
州
※�

シ
ー
エ
ス
映
画
放
送
　�

　
ハ
リ
ウ
ッ
ド
ム
ー
ビ
ー
ズ�

　
シ
ー
エ
ス
・
ワ
ン
テ
ン�

　
ア
ク
テ
ィ
ブ
ス
ポ
ー
ツ�

ブ
ロ
ー
ド
キ
ャ
ス
テ
ィ
ン
グ�

　
サ
テ
ラ
イ
ト
・
サ
ー
ビ
ス�

　
シ
ー
テ
ィ
ー
ビ
ー
エ
ス�

（株）スカイパーフェクト・�
コミュニケーションズ�

（株）�

（株）�
（株）�

（株）�

（株）�

（株）�

（株）�

（株）�

（株）�

（株）�

（株）�

（株）�

（株）�

（株）�（株）�（株）�（株）�（株）�

【委託放送事業者】�

【プラットフォーム】�

図表　東経110度CSデジタル放送に係る放送事業者等
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BSデジタル放送、CSデジタル放送の普及、ある

いは平成15年末に予定される地上デジタル放送の登

場に対応するため、これらを再送信するケーブルテ

レビについても、多チャンネル、高画質・高機能の

デジタル放送サービスを提供するために高度化して

いく必要がある。

郵政省（現総務省）では、平成8年12月にアナロ

グ方式に比べて4～6倍のテレビ番組を伝送可能とす

る「デジタル有線テレビジョン放送方式（64QAM

トランスモジュレーション方式）」を、平成12年4月

には地上デジタル放送を簡易に伝送するための放送

方式を策定し、同年8月にはBSデジタル放送も含め

た多様な放送メディアに対応するため、デジタルケ

ーブルテレビの放送方式の拡充を行うなど、他の放

送メディアのデジタル化に対応するようケーブルテ

レビのデジタル化に関する技術面の環境整備を進め

てきたところである。これにより、平成13年度末時

点で135社がデジタル方式でBSデジタル放送の再送

信を行っている（図表）。また、総務省では、東経

110度CSデジタル放送を効率よくかつ経済的に伝送

するための放送方式を平成14年7月に策定する予定

としている。

さらに、近年のケーブルテレビを取り巻く環境は

急激に変化してきており、例えば、本格的なデジタ

ル放送時代に対応した最適なデジタル化方策の選択

が重要となってきていること、電気通信役務利用放

送法の施行に伴う新たな放送サービスの可能性が高

まっていること、ケーブルインターネットのほか

様々なブロードバンドサービスが急激に普及してき

ていること等が挙げられる。これらを踏まえ、総務

省は平成13年12月から「ブロードバンド時代のケー

ブルテレビの在り方に関する検討会」を開催し、ケ

ーブルテレビのさらなる発展に向けた課題、今後の

発展イメージ等について検討しており、平成14年6

月に報告書を取りまとめることとしている。

2 放送の高度化の推進
（4）ケーブルテレビ

方　　式� 対応事業者数�

トランスモジュレーション（※1）�

パススルー（※2）�

デジタル・アナログ変換�

�

125�

10�

182

※1　トランスモジュレーション：受信したデジタル放送をケーブルテレビの伝送に適した変調方式に変換して伝送する方式。BSデジタ
ル放送の場合、1中継器分の信号（34.5MHz幅）をケーブルテレビの2チャンネル（6MHｚ×2）
に分割して伝送�

※2　パススルー：電波で受信したままの変調方式で伝送する方式。全てのBSデジタル放送を再送信するためには、ケーブルテレビの連
続した約30チャンネル分（180MHz程度）の伝送帯域が必要 

図表　ケーブルテレビにおけるBSデジタル対応状況（平成13年度末）
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デジタル放送はインターネットとの親和性が高く、

IPv6を備えたインターネットと組み合わせることに

より、コンテンツを放送以外の多様なメディアに流

通させることが一層容易になるなど、通信と放送が

融合した新たなサービスの重要性が増してきている

（図表）。「e-Japan重点計画」においても、「世界最

高水準の高度情報通信ネットワークの形成」という

政府目標を達成するための具体的施策の一つとして、

「通信・放送融合サービスの開発を促進するための

研究開発について通信・放送機構が支援を行う」た

めの法整備が挙げられている。

そこで、総務省では第151回通常国会に「通信・

放送融合技術の開発の促進に関する法律案」を提出、

平成13年6月に成立、公布され、同年11月に施行と

なった。同法においては、通信・放送融合技術の基

盤となる技術の開発を行う民間事業者等に対する助

成金の交付、及びこれらの者の共用に供する電気通

信システム等の整備を行うことにより、当該技術の

開発を行う者を支援し、通信・放送融合サービスの

開発の加速・推進を図ることを目的としているとこ

ろである。

こんにちは、佐藤です。あなたは？�

Guten tag. Ich heisse Sato. Wie heissen Sie?

映像データへの�
同期信号重量技術�
�

放送番組では提供されない音声
情報や字幕情報をインターネッ
トを介して送信し、放送番組の
映像と合わせて利用。�

インターネット�

��放送事業者�

放送用コンテンツ�

�データセンター�

通信用コンテンツ�

�各国語�
字幕・音声�

字幕・音声データ�
への同期信号重量�
技術�
�

字幕・音声の同期�
再生のための信号�
を付加�
�

地上デジタル放送�

�衛星デジタル放送�

�映像＋字幕・音声（日本語＋英語）�

放送番組で�
提供されない字幕・�
音声情報をインタ�
ーネットで送信�

�

ドイツ語の字幕�
＋音声�

ドイツ語�
の選択�

通信・放送共通�
データ処理ソフト�
ウエア技術�

�日本語と英語での�
表現は可能�

字幕・音声を任意�
の言語に入替え�

�

放送画面に合わせて�
字幕表示・音声再生�

�

映像と字幕・音声�
情報の同期再生技術�

�

デジタル放送向け�
データ変換技術�

合
わ
せ
て
利
用
　�

放
送
番
組
　�

日本語�
音声�

ドイツ語�
音声�

ドイツ語�
音声�

通信コンテンツ�

（出典）総務省資料�

通信と放送を�
一体的に処理�

Guten tag.�
Ich heisse Sato.�
Wie heissen Sie?

図表　通信・放送融合技術を用いて提供されるサービスの例
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近年のデジタル技術等の進展により、通信衛星や

光ファイバ等による電気通信回線の広帯域化が急速

に進展し、電気通信事業者の広帯域な電気通信回線

を通信にも放送にも利用することが現実に想定され

てきている。このように、通信と放送の伝送路の融

合が進展してきていることに対応し、総務省では、

CS放送及び有線テレビジョン放送の設備利用の規制

緩和を行うため、電気通信役務を利用した放送を制

度化することを目的とした「電気通信役務利用放送

法」を、第151回通常国会に提出、平成13年6月に成

立、公布され、平成14年1月から施行されている

（図表）。

従前のCS放送では受委託制度を採用しており、放

送用の周波数については総務省が指定し、受託放送

事業者の衛星中継器を通信用・放送用に分離するこ

ととしていた。また、委託放送事業者については、

定められた外資割合に対する制限の下、放送用周波

数の枠内で認定し、参入希望者がこの枠を越える場

合には比較審査を行っていた。これに対し、本法に

おいては、衛星事業者は需要に応じて通信用・放送

用に柔軟に設備を提供できるとともに、参入希望者

についても一定の適格性があればすべて登録するこ

とが可能となり、比較審査及び外資規制は撤廃され

た。

また、ケーブルテレビにおいては、これまでは電

気通信事業者の設備を利用して放送を行う場合には、

あらためて有線テレビジョン放送法上の許可が必要

とされていたが、本法においては、この許可を不要

とし、参入希望者に一定の適格性があればすべて登

録することが可能となっている。

本法の施行により、参入の容易化による事業者の

多様化や、多彩な番組の提供などが期待され、特に

ケーブルテレビにおいては、電気通信事業者の回線

利用による初期投資の負担軽減、サービス提供地域

の広域化などが期待されているところである。

3 通信と放送の融合
（2）電気通信役務利用放送法の施行
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図表　電気通信役務利用放送法の概要


